
令和７年１２月補正
予算事業説明書

総務・学校教育課



款 項 目

【提案理由】
令和6年度事業の実績により、補助金等の返還金が生じるため所要額を補正する。

【事業内容】
令和6年度交付決定を受けた下記補助金について、額の確定により返還金が生じるため返還を行う。
（総務・学校教育課） 保育対策総合支援事業費補助金

【状況】
保育対策総合支援事業費補助金
交付金額 円
実績額 円
返還額 円

【対応策】
過年度における国の補助金の対象事業の実績報告により返還を行う。

（歳入内訳　単位：千円） （歳出内訳　単位：千円）

②教育に挑戦（子育て・教育のまち）

成果の視点
（どのような効果があるか）

会計名 一般会計

事業名 2-9 償還金（教育委員会） 所属名 総務・学校教育課

2 総務費 1 総務管理費 13 諸費

千円 4 千円

3,426,000
3,422,000
4,000

補助事業の適正な執行

根拠法令・要綱等

補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律（第18条の第2項）

予算状況
補正前の額 補正額 計

0 千円 4

事
業
の
目
的

対象
（誰、何に対してか）

国、県

総合計画における位置づけ

⑦子どもが健やかに育つ環境づくり

意図
（対象をどうするか）

過年度における国の補助金の対象事業の実績により返還を行
う。

「４つの挑戦」から見た位置づけ

補正額
22　償還金、利子及び割引料 0 4

款-項-目-節 科　目　名　称 補正前の額 補正額 節 補正前の額

計 0 4 計 0 4
一般財源 0 4

有
効
性

成果の視点からみたこれまで
の成果内容、または成果が見
込まれる点（前年度までの実
績、補正前までの状況をもとに
記載）

【※新規要求又は補正予算を行うことによる成果見込を記入すること】

事業の進捗管理を行い、国の補助金等の事務の適正な執行に努める。
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